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４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札の無効 本公告に示した入札参加資格
を持たない者の行った入札、及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。また、
落札者が落札決定から契約締結までの期間に
競争入札参加停止措置を受けた場合は、本入
札に関する一切を無効とする。
 本入札に参加する者は予め「日本中央競馬
会物品等入札心得」を熟覧し、承諾したうえ
で入札しなければならない。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 入札説明書による。な
お、入札書に記載する金額は、消費税及び地
方消費税を含むものとする。

５ Summary

 Official in charge of contract : Kazuyuki

Sakata, Section Manager of Customer Ser‑

vice Contract Section of Customer Service

Department, Japan Racing Association.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73.

 Nature and Quantity of the services to be

required : Horse Racing Promotion．
 Qualifications for the participating in the

tendering procedures : A.

 Time limit of tender : By 13 : 30 10

August 2016.

 Contact point for the notice : Customer

Service Contract Section of Customer Ser‑

vice Department of Japan Racing Associa‑

tion, 6111 Roppongi Minato‑ku, Tokyo
1068401 Japan tel 0335915251

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年６月 20 日

支出負担行為担当官
近畿農政局長 村上 堅治

◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 26
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 国営施設応急対策事業 大中の湖
地区新田排水機場新設棟他建設工事

 工事場所 滋賀県東近江市大中町地内。
 工事内容 機場本体工（基礎工 １式、吸
込水槽 １式、吐出水槽 １式、中間水槽
１式、取付樋管 １式、燃料タンク基礎 １
式、別置ラジエータ基礎 １式）、第２棟（機
器基礎撤去設置工）１式、護岸工（鋼管矢板
護岸工、控え式鋼矢板護岸工、Ｌ型擁壁工）
１式。
 工期 平成30年３月19日まで。
 使用する主要な資機材 既成杭（ＰＨＣ杭、
ＳＣ杭）75本、プレキャストＢＯＸカルバー
ト（275ｍ×275ｍ）69ｍ、生コンクリート
3500、鉄筋380ｔ、鋼矢板1020ｔ、鋼管
（φ1200）96ｔ。
 本工事は、入札価格と入札価格以外の要素
を総合的に評価して落札者を決定する総合評
価落札方式（標準Ａ型）の適用工事で、品質
確保のための体制その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できるか
どうかについて審査し、評価を行う施工体制
確認型総合評価落札方式及び品質・安全等の
確保がされないおそれがある極端な低価格で
の調達を見込んでいないかなどを厳格に調査
する特別重点調査の試行工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札説明書の交付、競争参加資
格確認申請書（以下「申請書」という。）及び
競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）
の提出、受領に係る確認及び入札について、
原則として電子入札システムで行う対象工事
である。ただし、電子入札システムによりが
たい者であって、紙入札方式（持参又は郵送）
の承諾に関する承諾願を提出し承諾を得たも
のは、紙入札方式に代えることができる。
 本工事は、労働者確保に要する費用（労働
者送迎費、宿泊費、借上費、現場労務者の募
集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、
通勤等に要する費用）について、不足する技
術者や技能者を広域的に確保せざるを得ない

場合及び建設資材の調達に要する費用（購入
費、輸送費）について、通常調達する地域内
の需給状況から、工事を円滑に実施するため
に遠隔地から調達せざるを得ない場合におい
て、これら費用の支出実績を踏まえて最終精
算変更時点で設計変更する試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者であるこ

と。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ているものは、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 近畿農政局における平成27・28年度一般競
争参加資格のうち土木一式工事の認定を受け
ていること。
ただし、会社更生法（平成14年法律第154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者については、手続開始の決定後、
近畿農政局長が別に定める手続に基づいて一
般競争参加資格の再確認を受けていること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。ただし、上記２のの再確認を受けた
者を除く。
 近畿農政局における平成27・28年度一般競
争参加資格のうち土木一式工事の一般競争参
加資格の確認の際に客観的事項（共通事項）
について算定した点数（客観点数）が1250
点以上であること。（上記２のの再確認を受
けた者にあっては、当該再確認後の客観点数
が要件を満たしていること。）

 配置予定の技術者の状況 次に掲げる基準
を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工
事に専任で配置できること。
ただし、契約締結後、現場施工に着手する
までの期間（現場事務所の設置、資機材の搬
入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）
及び工事完成後、検査が終了し事務手続、後
片付け等のみが残っている期間においては工
事現場への専任を要しない。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。なお、「同
等以上の資格を有する者」とは、次の者と
する。
ア １級建設機械施工技士の資格を有する
者
イ 技術士（建設部門、農業部門（選択科
目を「農業土木」とするものに限る。）、
又は総合技術監理部門（選択科目を建設
部門に係るもの、「農業土木」とするもの
に限る。））の資格を有する者

 監理技術者は、監理技術者資格者証及び
監理技術者講習修了証を有する者であるこ
と。
 上記２のに掲げる同種工事の施工経験
を有する者であること。また、共同企業体
にあっては、一人の主任技術者又は監理技
術者が同種工事の施工経験を有すること。
なお、当該経験が各地方農政局が発注し
た工事に係る実績である場合にあっては、
評定点合計が入札説明書に示す点数未満の
ものを除く。
 主任技術者又は監理技術者にあっては直
接的、かつ、恒常的な雇用関係が必要であ
るので、その旨を確認することができる資
料を求めることがあり、その確認がなされ
ない場合は入札に参加できないことがあ
る。なお、恒常的な雇用関係とは入札の締
切日以前に３ヶ月以上の雇用関係があるこ
とをいう。

 施工実績 平成13年４月１日以降に、元請
けとして完成・引渡しが完了した次の同種工
事の施工実績を有すること。なお、経常建設
共同企業体（以下「共同企業体」という。）に
あっては、構成員のうち１社が同種工事の施
工実績を有すること。ただし、共同企業体と
しての施工実績は、出資比率が20％以上のも
のについて認める。

 同種工事とは、「既成杭（中掘圧入工法）
を施工した工事」とする。
 当該実績が各地方農政局が発注した工事
に係る実績である場合にあっては、評定点
合計が入札説明書に示す点数未満のものを
除く。
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